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  （百万円未満四捨五入）

１．2018年３月期第１四半期の連結業績（2017年４月１日～2017年６月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上収益 営業利益 税引前利益 四半期利益 
親会社の 

所有者に帰属する 
四半期利益 

四半期包括利益 
合計額 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
2018年３月期 
   第１四半期 

101,128 13.3 12,706 84.9 13,488 109.7 10,047 93.1 9,449 87.0 13,238 － 

2017年３月期 
   第１四半期 89,238 － 6,873 － 6,432 － 5,203 － 5,053 － △6,814 － 

 

  
基本的１株当たり 

四半期利益 
希薄化後１株当たり 

四半期利益 

  円 銭 円 銭 
2018年３月期 
   第１四半期 

42.46 42.34 

2017年３月期 
   第１四半期 22.40 22.34 

 

（２）連結財政状態 

  資産合計 資本合計 
親会社の所有者に 

帰属する持分 
親会社所有者 
帰属持分比率 

１株当たり親会社 
所有者帰属持分 

  百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭 
2018年３月期 
   第１四半期 571,133 384,055 368,641 64.5 1,656.71 

2017年３月期 578,484 376,364 361,889 62.6 1,626.36 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2017年３月期 － 25.00 － 25.00 50.00 

2018年３月期 －         

2018年３月期（予想）   25.00 － 25.00 50.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

 

３．2018年３月期の連結業績予想（2017年４月１日～2018年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益 親会社の所有者に 
帰属する当期利益 

基本的１株当たり 
当期利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 195,000 7.0 15,000 0.3 15,500 6.6 12,000 1.0 11,500 △1.7 51.68 

通期 405,000 4.3 35,000 △2.6 36,000 △6.0 28,000 △8.3 26,500 △12.4 119.09 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 
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※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  （社名）、除外  －社  （社名） 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更 

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無 

②  ①以外の会計方針の変更                ：無 

③  会計上の見積りの変更                  ：無 

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2018年３月期１Ｑ 226,074,545 株 2017年３月期 226,074,545 株 

②  期末自己株式数 2018年３月期１Ｑ 3,560,629 株 2017年３月期 3,560,532 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 2018年３月期１Ｑ 222,513,989 株 2017年３月期１Ｑ 225,588,655 株 

 
 

※  四半期決短信は四半期レビューの対象外です。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

当社グループは、2018年３月期の第１四半期連結累計期間から国際会計基準（IFRS）を適用しております。また、前

年同四半期及び前連結会計年度の連結財務諸表につきましても、IFRSに準拠して表示しております。連結財務数値に

係るIFRSと日本基準との差異につきましては、【添付資料】20ページ「２．要約四半期連結財務諸表及び主な注記

（５）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項（IFRSへの移行に関する開示）」をご参照ください。 

 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 

（決算補足説明資料の入手方法） 

2017年７月31日（月）に、決算説明資料を当社ウェブサイトに掲載いたします。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間（2017年４月１日から同年６月30日）の概況 

当社グループの主要な需要業界におきましては、４月以降順調に推移しており、自動車タイヤの

需要は、欧州では減少しているものの、国内や中国・米国では増加しております。また、半導体市

場は需要が伸び、フラットパネル・ディスプレイ市場も堅調でした。 

このような状況のもと当社グループは、石油化学系事業では、技術的に優位性を持つ製品のグロ

ーバルな拡販に注力いたしました。多角化事業では、半導体材料において最先端技術に対応した素

材の拡販を、ディスプレイ材料では、高成長が期待される中国市場での拡販を進めました。また、

石油化学系事業・ファイン事業に続く新たな事業の柱と位置付けたライフサイエンス事業の拡大も

進めました。 

当第１四半期連結累計期間の業績は、売上収益は1,011億28百万円（前年同期比13.3％増）、営

業利益127億６百万円（同84.9％増）、親会社の所有者に帰属する四半期利益94億49百万円（同

87.0％増）となりました。 

（単位：百万円） 

区分 

前第１四半期 

連結累計期間 

当第１四半期 

連結累計期間 
増減 

金額 構成比 金額 構成比 金額 比率 

売上収益 

エラストマー事業 40,528 45.4% 47,853 47.3% 7,325 18.1% 

合成樹脂事業 11,251 12.6% 12,409 12.3% 1,158 10.3% 

多角化事業 37,459 42.0% 40,866 40.4% 3,407 9.1% 

合計 89,238 100.0% 101,128 100.0% 11,891 13.3% 

国内売上収益 39,570 44.3% 43,815 43.3% 4,245 10.7% 

海外売上収益 49,668 55.7% 57,313 56.7% 7,645 15.4% 

区分 

前第１四半期 

連結累計期間 

当第１四半期 

連結累計期間 
増減 

金額 売上収益比 金額 売上収益比 金額 比率 

営業利益 6,873 7.7% 12,706 12.6% 5,833 84.9% 

親会社の所有者に帰属する 

四半期利益 
5,053 5.7% 9,449 9.3% 4,395 87.0% 
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① エラストマー事業部門

エラストマー事業につきましては、販売数量は前年同期を上回りました。売上収益は、販売数量

の増加に加えて、前年度末における原料価格上昇を反映した製品価格の上昇により、前年同期を大

きく上回りました。 

営業利益は、原料価格上昇によるコストの増加はあったものの、販売価格の上昇により採算が改

善して、前年同期を上回りました。 

以上の結果、当第１四半期連結累計期間のエラストマー事業部門の売上収益は前年同期比18.1％

増の478億53百万円、営業利益は前年同期比362.6％増の57億65百万円となりました。 

② 合成樹脂事業部門

合成樹脂の販売につきましては、販売数量は、国内・海外ともに好調に推移し、全体の販売数量

は増加しました。売上収益は販売数量の増加に加えて、原料価格上昇を反映した製品価格の上昇も

あり、前年同期を上回りました。 

営業利益は、原料価格上昇によるコストの増加はあったものの、販売数量の増加及び販売価格の

上昇により採算が改善して、前年同期を上回りました。 

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の合成樹脂事業部門の売上収益は前年同期比10.3％増の

124億９百万円、営業利益は前年同期比190.3％増の14億18百万円となりました。 

③ 多角化事業部門

多角化事業の販売につきましては、特に好調な半導体市場の伸びを受け、半導体材料の販売数量

が大きく増加したことによる売上収益増加の影響が大きく、多角化全体の売上収益も前年同期を上

回りました。 

多角化事業部門全体の営業利益は、半導体材料の売上収益増に伴う利益の増加により、前年同期

を上回りました。 

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の多角化事業部門の売上収益は前年同期比9.1％増の408

億66百万円、営業利益は前年同期比7.5％増の55億23百万円となりました。

（２）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、2017年４月24日の「平成29年３月期 決算短信」で公表いたしま

した第２四半期連結累計期間及び通期の連結業績予想に変更はありません。 
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２．要約四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）要約四半期連結財政状態計算書

（単位：百万円）

IFRS移行日

（2016年４月１日）

前連結会計年度

（2017年３月31日）

当第１四半期
連結会計期間

（2017年６月30日）

資産

流動資産

現金及び現金同等物 97,283 97,416 79,099

営業債権及びその他の債権 91,034 111,130 104,266

棚卸資産 77,857 81,918 85,595

その他の金融資産 28,868 44,970 42,859

その他の流動資産 9,101 8,695 4,719

流動資産合計 304,142 344,128 316,538

非流動資産

有形固定資産 120,612 131,748 136,250

のれん 9,354 9,331 18,968

その他の無形資産 8,133 9,190 9,685

持分法で会計処理されている投資 23,206 21,712 22,162

退職給付に係る資産 - 373 473

その他の金融資産 47,185 46,529 51,933

その他の非流動資産 5,819 7,129 7,146

繰延税金資産 7,481 8,343 7,978

非流動資産合計 221,790 234,355 254,595

資産合計 525,933 578,484 571,133
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（単位：百万円）

IFRS移行日

（2016年４月１日）

前連結会計年度

（2017年３月31日）

当第１四半期
連結会計期間

（2017年６月30日）

負債及び資本

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 77,984 95,037 82,964

借入金 20,793 23,740 24,566

未払法人所得税 1,948 8,360 3,363

その他の金融負債 546 626 833

その他の流動負債 10,191 11,357 9,967

流動負債合計 111,461 139,120 121,693

非流動負債

借入金 22,245 38,381 39,771

退職給付に係る負債 15,180 13,904 14,137

その他の金融負債 2,534 2,005 1,949

その他の非流動負債 2,448 2,278 2,293

繰延税金負債 6,223 6,432 7,235

非流動負債合計 48,630 63,000 65,385

負債合計 160,091 202,120 187,078

資本

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 23,320 23,320 23,320

資本剰余金 26,110 18,441 18,464

利益剰余金 288,147 309,517 313,400

自己株式 △957 △5,396 △5,396

その他の資本の構成要素 15,569 16,006 18,853

親会社の所有者に帰属する持分合計 352,189 361,889 368,641

非支配持分 13,653 14,475 15,414

資本合計 365,842 376,364 384,055

負債及び資本合計 525,933 578,484 571,133
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（２）要約四半期連結損益計算書

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
（自 2016年４月１日
至 2016年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年６月30日）

売上収益 89,238 101,128

売上原価 △62,422 △68,209

売上総利益 26,816 32,920

販売費及び一般管理費 △20,420 △20,391

その他の営業収益 648 301

その他の営業費用 △506 △276

持分法による投資損益 335 153

営業利益 6,873 12,706

金融収益 254 1,007

金融費用 △695 △225

税引前四半期利益 6,432 13,488

法人所得税 △1,228 △3,441

四半期利益 5,203 10,047

四半期利益の帰属

親会社の所有者 5,053 9,449

非支配持分 150 599

合計 5,203 10,047

親会社の所有者に帰属する１株当たり四半期利益

基本的１株当たり四半期利益（円） 22.40 42.46

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 22.34 42.34
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（３）要約四半期連結包括利益計算書

（単位：百万円）
 

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2016年４月１日
至 2016年６月30日）

 
 
 

当第１四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年６月30日）

四半期利益 5,203   10,047

その他の包括利益      

純損益に振り替えられることのない項目      

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定される金融資産の純変動額
△4,533   2,187

持分法適用会社におけるその他の包括利

益に対する持分
3   △3

純損益に振り替えられる可能性のある項目      

キャッシュ・フロー・ヘッジに係る公正

価値の純変動額
△98   △55

在外営業活動体の換算差額 △6,531   506

持分法適用会社におけるその他の包括利

益に対する持分
△857   556

税引後その他の包括利益合計 △12,017   3,191

四半期包括利益合計 △6,814   13,238

       

四半期包括利益合計額の帰属      

親会社の所有者 △5,972   12,293

非支配持分 △842   945

合計 △6,814   13,238
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（４）要約四半期連結持分変動計算書

前第１四半期連結累計期間（自 2016年４月１日 至 2016年６月30日）

（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金  資本剰余金 利益剰余金  自己株式
その他の
資本の
構成要素

合計
非支配
持分

資本
合計

2016年４月１日残高 23,320 26,110 288,147 △957 15,569 352,189 13,653 365,842

四半期利益 5,053 5,053 150 5,203

その他の包括利益 △11,026 △11,026 △992 △12,017

四半期包括利益合計 - - 5,053 - △11,026 △5,972 △842 △6,814

株式報酬取引 14 14 14

配当金 △5,640 △5,640 △33 △5,672

自己株式の変動 2 8 9 9

その他の資本の構

成要素から利益剰

余金への振替

△139 139 - -

非支配持分の変動 △58 △58 90 32

所有者との取引額等

合計
- △42 △5,779 8 139 △5,674 57 △5,617

2016年６月30日残高 23,320 26,067 287,421 △949 4,683 340,543 12,868 353,411

当第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年６月30日） 

（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

資本金  資本剰余金 利益剰余金  自己株式
その他の
資本の

構成要素
合計

非支配
持分

資本
合計

2017年４月１日残高 23,320 18,441 309,517 △5,396 16,006 361,889 14,475 376,364

四半期利益 9,449 9,449 599 10,047

その他の包括利益 2,844 2,844 346 3,191

四半期包括利益合計 - - 9,449 - 2,844 12,293 945 13,238

株式報酬取引 22 22 22

配当金 △5,563 △5,563 △6 △5,569

自己株式の変動 △0 △0 △0

その他の資本の構成

要素から利益剰余金

への振替

△2 2 - -

所有者との取引額等

合計
- 22 △5,565 △0 2 △5,541 △6 △5,547

2017年６月30日残高 23,320 18,464 313,400 △5,396 18,853 368,641 15,414 384,055
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（５）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。 

 

 

（報告企業）

ＪＳＲ株式会社（以下「当社」という。）は、日本に所在する株式会社であります。本要約

四半期連結財務諸表は、当社及び子会社（以下「当社グループ」という。）により構成されて

おります。当社グループにおいては、「エラストマー事業」、「合成樹脂事業」、「多角化事

業」を基軸として、これらに関係する事業を行っており、その製品は多岐にわたっておりま

す。詳細は、19ページ（セグメント情報）をご参照ください。 

 

 

（作成の基礎）

１．準拠する会計基準 

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第1条の2に掲げる

「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定により、IAS第34

号に準拠して作成しております。 

当社グループは、当連結会計年度（2017年４月１日から2018年３月31日まで）から国際会

計基準（以下「IFRS」という。）を適用しており、当連結会計年度の年次の連結財務諸表が

IFRSに準拠して作成する最初の連結財務諸表となります。IFRS移行日は2016年４月１日であ

り、IFRS第１号「国際財務報告基準の初度適用」を適用しております。日本基準からIFRSへ

の移行による影響は、20ページ（IFRSへの移行に関する開示）に記載しております。 

 

２．測定の基礎 

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、10ページ（重要な会計方針）に記載のとお

り、退職後給付制度に係る資産及び公正価値で測定される金融商品等を除き、取得原価を基

礎として作成しております。 

 

３．表示通貨及び単位 

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社が営業活動を行う主たる経済環境におけ

る通貨（以下「機能通貨」という。）である日本円で表示し、百万円未満を四捨五入してお

ります。 

 

４．重要な会計上の見積り及び判断 

要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、

収益及び費用の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行っております。実際

の業績はこれらの見積りとは異なる場合があります。見積り及びその基礎となる仮定は継続

して見直しております。会計上の見積りの見直しによる影響は、その見積りを見直した会計

期間と将来の会計期間において認識しております。 

 

経営者の見積り及び判断を行った項目で重要なものは以下のとおりであります。 

 

・有形固定資産、のれん及びその他の無形資産の回収可能性の評価 

・繰延税金資産の回収可能性の評価 

・確定給付債務の測定 
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５．新基準の早期適用に関する事項 

当社グループは、2017年６月30日現在有効なIFRSに準拠しており、IFRS第９号「金融商

品」(2014年７月改訂)を早期適用しております。 

連結財務諸表の承認日までに新設又は改訂が行われた主な公表済みの基準書及び解釈指針

のうち、適用が強制されないため、当年度末において適用していないものは以下のとおりで

す。なお、これらの適用による当社グループへの影響は検討中であり、現時点で見積ること

はできません。 
 

基準書 基準名 
強制適用時期 

（以後開始年度） 

当社グループ 

適用年度 
新設・改定の概要 

IFRS15号 
顧客との契約か

ら生じる収益 
2018年1月1日 2019年3月期 

収益の認識に関する会計処理の改訂 

（IAS第11号、IAS第18号、IFRIC第13号、IFRIC第

15号、IFRIC第18号及びSIC第31号の差替） 

IFRS16号 リース 2019年1月1日 2020年3月期 

リース契約に関する会計処理の改訂 

（IAS第17号、IFRIC第4号、SIC第15号及びSIC第27

号の差替） 

 

 

（重要な会計方針）

本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、この要約四半期連結財務諸

表（IFRS移行日の連結財政状態計算書を含む）に記載されている全ての期間について適用され

た会計方針と同一であります。 

 

１．連結の基礎 

（1）子会社 

子会社とは、当社グループが支配しているすべての企業をいいます。当社グループが、

企業への関与による変動リターンに晒されている、又は変動リターンに対する権利を有し

ている場合で、その企業に対するパワーを通じてこれらの変動リターンに影響を与えるこ

とができる場合には、当社グループはその企業を支配しております。当社グループは子会

社に対する支配を獲得する日から当該子会社を連結し、支配を喪失した日から連結を中止

しております。 

 

（2）関連会社 

関連会社とは、当該企業の経営方針に対して、当社グループが重要な影響力を有する

が、当社グループにより支配されていない企業です。すべての関連会社に対して、当社グ

ループが重要な影響力を有することとなった日から重要な影響力を喪失する日まで、持分

法を適用しております。 

 

２．企業結合 

当社グループは、取得法により企業結合の会計処理をしております。 

取得法に基づき、取得日の公正価値で測定された支払対価と被取得企業に対する非支配持

分の金額の合計を取得原価としております。 

非支配持分は、被取得企業の識別可能資産及び負債の公正価値に対する持分割合相当額で

測定しております。 
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仲介手数料、弁護士費用、デュー・デリジェンス費用及びその他の専門家報酬、コンサル

ティング料等の企業結合に関連して発生した取得コストは、発生時に費用として処理してお

ります。 

支払対価の公正価値、被取得企業の非支配持分及び取得企業が以前より保有していた被取

得企業の支配獲得日の公正価値の合計が、取得日における識別可能資産及び負債の正味価額

を上回る場合にその超過額をのれんとして認識しております。 

一方、この対価の総額が、識別可能資産及び負債の正味価額を下回る場合、その差額は純

損益として認識しております。なお、支配獲得後の非支配持分の追加取得については、資本

取引として処理し、当該取引からのれんは認識しておりません。 

 

３．外貨換算 

（1）機能通貨及び表示通貨 

当社グループの連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円で表示しております。当

社グループの在外営業活動体においては、主として現地通貨を機能通貨としております

が、その企業の活動する経済環境が主に現地通貨以外である場合には、現地通貨以外を機

能通貨としております。 

 

（2）外貨建取引 

外貨建取引、すなわち各企業の機能通貨以外の通貨での取引は、取引日における為替レ

ート又は為替レートが著しく変動していない場合にはそれに近似するレートにより、機能

通貨に換算しております。外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートにより機能

通貨に換算し、換算差額は、純損益として認識しております。 

 

（3）在外営業活動体 

日本円以外を機能通貨としている在外営業活動体については、資産及び負債（取得によ

り生じたのれんと公正価値の修正を含む）は期末日レート、収益及び費用は、為替レート

が著しく変動していない場合には、期中平均為替レートを用いて日本円に換算しておりま

す。 

在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる為替換算差額は、その他の資本の構成要素

に含めて計上しております。 

 

４．現金及び現金同等物 

現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、

かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資から構成されております。 

 

５．棚卸資産 

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定しております。取得

原価は総平均法に基づいて算定しております。 

正味実現可能価額は、棚卸資産の見積販売価額から完成までに要する見積原価及び見積販

売費用を控除した金額です。 

 

６．有形固定資産 

有形固定資産は、測定においては原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び

減損損失累計額を控除した額にて表示しております。取得原価には、資産の取得に直接要し

たコスト、資産除去及び原状回復コストの見積金額の現在価値を含めております。また、一
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定の要件を満たした場合、資産の取得や建設などに直接起因した借入コストを当該資産の取

得原価の一部として認識しております。 

減価償却費は、資産の残存価額控除後の取得原価を償却するために、定額法により見積耐

用年数にわたって認識しております。見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、報告期

間の末日に見直し、見積りの変更による影響は、見積りを変更した期間及び将来の期間にお

いて認識しております。 

主な見積耐用年数は次のとおりです。 

・建物及び構築物 15-50 年 

・機械装置及び運搬具 5-15 年 

・工具器具及び備品 4-10年 

有形固定資産の売却又は除却から生じる純損益は、その他の営業収益又はその他の営業費

用として認識しております。 

 

７．非金融資産の減損 

棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産は、事象あるいは状況の変化

により、その帳簿価額が回収できない可能性を示す兆候を毎報告日に評価し、兆候がある場

合に減損の有無について検討しております。 

資産の帳簿価額が回収可能価額を超過する金額については減損損失を認識しております。 

回収可能価額とは、資産の売却コスト控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い金額で

あります。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは貨幣の時間的価値及び

当該資産の固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて現在価値に割り引いております。

減損を検討するために資産は個別に識別可能なキャッシュ・フローが存在する最小単位（資

金生成単位）にグループ分けされます。 

のれんについては減損の兆候の有無に関わらず、毎年同じ時期に減損テストを実施し、取

得原価から減損損失累計額を控除した額が帳簿価額となります。 

のれんを除く過去に減損を認識した有形固定資産及び無形資産については、各報告期間の

末日において減損が戻入れとなる可能性について評価を行っております。 

 

８．無形資産 

（1）研究開発費 

研究関連支出については発生時に費用認識しております。開発関連支出については、信

頼性をもって測定することができ、かつ製品又は工程が技術的及び商業的に実現可能であ

り、将来的に経済的便益を得られる可能性が高く、当社グループが開発を完成させ、当該

資産を使用又は販売する意図及びそのための十分な資源を有している場合にのみ資産計上

しております。それ以外の支出は発生時に費用認識しております。資産計上した開発関連

支出は、当初認識後、取得価額から償却累計額及び減損損失累計額を差し引いて測定して

おります。 

 

（2）企業結合で取得した無形資産 

企業結合で取得した無形資産の取得原価は、取得日現在における公正価値で測定してお

ります。 

当初認識後、企業結合で取得した無形資産は、取得原価から償却累計額及び減損損失累

計額を控除した金額で計上しております。 
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（3）個別に取得した無形資産 

その他個別に取得した無形資産は、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額で計上しており、ソフトウェア、特許権等が含まれております。個別に取得した

無形資産は、その見積耐用年数にわたって定額法で償却しております。 

 

９．金融商品 

（1）金融資産 

① 当初認識及び測定 

当社グループは、契約の当事者となった時点で金融資産を認識しております。通常の方

法で売買される金融資産は取引日に認識しております。金融資産は事後に償却原価で測定

される金融資産又は公正価値で測定される金融資産に分類しております。 

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産は公正価値で当初測定しております。そ

の他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産及び償却原価で測定される金融資

産は、取得に直接起因する取引コストを公正価値に加算した金額で当初測定しておりま

す。 

 

（a）償却原価で測定される金融資産 

契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とす

る事業モデルの中で保有されること、また契約条件により、元本及び元本残高に対す

る利息の支払のみであるキャッシュ・フローが特定の日に生じるという要件がともに

満たされる場合にのみ、償却原価で測定される金融資産に分類しております。 

 

（b）公正価値で測定される金融資産 

上記の２つの条件のいずれかが満たされない場合は、公正価値で測定される金融資

産に分類されます。 

当社グループは、公正価値で測定される金融資産については、純損益を通じて公正

価値で測定しなければならない売買目的で保有する資本性金融商品を除き、個々の金

融商品ごとに、純損益を通じて公正価値で測定するか、その他の包括利益を通じて公

正価値で測定するという取消不能の指定を行うかを決定しております。 

 

② 事後測定 

金融資産は、それぞれの分類に応じて以下のとおり事後測定しております。 

 

（a）償却原価で測定される金融資産 

実効金利法による償却原価で測定しております。 

 

（b）公正価値で測定される金融資産 

期末日における公正価値で測定しております。 

公正価値の変動額は、金融資産の分類に応じて純損益又はその他の包括利益で認識

しております。なお、その他の包括利益を通じて公正価値で測定すると指定された資

本性金融商品から生じる受取配当金については純損益で認識し、公正価値が著しく下

落した場合又は処分を行った場合は、その他の包括利益累計額を利益剰余金に振り替

えております。 
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③ 認識の中止 

金融資産は、投資からのキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利が消滅したとき又

は当該投資が譲渡され、当社グループが所有に係るリスクと経済価値のほとんど全てを移

転したときに認識を中止します。 

 

（2）金融負債 

① 当初認識及び測定 

当社グループは、契約の当事者となった時点で金融負債を認識しております。金融負債

は純損益を通じて公正価値で測定される金融負債と償却原価で測定される金融負債に分類

しております。純損益を通じて公正価値で測定される金融負債は公正価値で当初測定して

おりますが、償却原価で測定される金融負債は取得に直接起因する取引コストを公正価値

から減算した金額で当初測定しております。 

 

② 事後測定 

金融負債は、それぞれの分類に応じて以下のとおり事後測定しております。 

 

（a）純損益を通じて公正価値で測定される金融負債 

期末日における公正価値で測定しております。 

 

（b）償却原価で測定される金融負債 

実効金利法による償却原価で測定しております。 

 

③ 認識の中止 

金融負債は、契約上の義務が免責、取消し又は失効した場合に認識を中止しておりま

す。 

 

（3）金融商品の相殺 

金融資産及び金融負債は、認識された金額を相殺する法的に強制力のある権利を有して

おり、かつ、純額で決済するか、資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図を有する

場合にのみ相殺し、連結財政状態計算書において純額で表示しております。 

 

10．金融資産の減損 

当社グループは、償却原価で測定する金融資産について期末日に予想信用損失を見積って

おります。 

当初認識時点から信用リスクが著しく増加していない場合には、12ヵ月の予想信用損失を

貸倒引当金として認識しております。ただし、営業債権については、常に全期間の予想信用

損失で損失評価引当金を測定しております。当初認識時点から信用リスクの著しい増加があ

った場合には、全期間にわたる予想信用損失を貸倒引当金として認識しております。信用リ

スクが著しく増加しているか否かは、デフォルトリスクの変化に基づいて判断しており、デ

フォルトリスクに変化があるか否かの判断にあたっては、主に期日経過の情報を考慮し、以

下も考慮しております。 

・金融資産の外部信用格付 

・内部信用格付 

・借手の経営成績 

・借手の親会社等からの金融支援 
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11．デリバティブ及びヘッジ会計 

デリバティブはデリバティブ契約を締結した日の公正価値で当初認識を行い、当初認識後

は期末日ごとに公正価値で再測定を行っております。再測定の結果生じる利得又は損失の認

識方法は、デリバティブがヘッジ手段として指定されているかどうか、また、ヘッジ手段と

して指定された場合にはヘッジ対象の性質によって決まります。当社グループは一部のデリ

バティブについてキャッシュ・フロー・ヘッジ（認識されている資産もしくは負債に関連す

る特定のリスク、又は可能性の非常に高い予定取引のヘッジ）のヘッジ手段として指定を行

っております。 

当社グループは、取引開始時に、ヘッジ手段とヘッジ対象との関係並びにこれらのヘッジ

取引の実施についてのリスク管理目的及び戦略について文書化しております。また、当社グ

ループはヘッジ開始時及び継続的に、ヘッジ取引に利用したデリバティブがヘッジ対象のキ

ャッシュ・フローの変動を相殺するために有効であるかどうかについての評価も文書化して

おります。 

ヘッジの有効性は継続的に評価しており、ヘッジ対象とヘッジ手段との間に経済的関係が

あること、信用リスクの影響が経済的関係から生じる価値変動に著しく優越するものではな

いこと、並びにヘッジ関係のヘッジ比率が実際にヘッジしているヘッジ対象及びヘッジ手段

の数量から生じる比率と同じであることのすべてを満たす場合に有効と判定しております。 

キャッシュ・フロー・ヘッジのヘッジ手段として指定され、かつ、その要件を満たすデリ

バティブの公正価値の変動のうち有効部分は、その他の包括利益で認識しております。非有

効部分に関する利得又は損失は、直ちに純損益として認識しております。 

その他の包括利益を通じて認識された利得又は損失の累計額は、ヘッジ対象から生じるキ

ャッシュ・フローが純損益に影響を与える期に純損益に振り替えております。 

ヘッジ手段の失効又は売却等によりヘッジ会計の要件をもはや満たさなくなった場合に

は、将来に向かってヘッジ会計の適用を中止しております。ヘッジされた将来キャッシュ・

フローがまだ発生すると見込まれる場合は、その他の包括利益に認識されている利得又は損

失の累計額を引き続きその他の包括利益累計額として認識しております。予定取引の発生が

もはや見込まれなくなった場合等は、その他の包括利益に認識していた利得又は損失の累計

額を直ちに純損益に振り替えております。 

 

12．リース 

リース取引は、資産の所有に伴うリスクと経済価値を実質的にすべて借手に移転する場合

には、ファイナンス・リース取引に分類し、それ以外の場合には、オペレーティング・リー

ス取引に分類しております。 

契約がリースであるか否か、又は契約にリースが含まれているか否かについては、法的に

はリースの形態をとらないものであっても、IFRIC第４号「契約にリースが含まれているか

否かの判断」に従い、契約の実質に基づいて判断しております。 

ファイナンス・リース取引によるリース資産及びリース負債は、リース期間の起算日に算

定したリース物件の公正価値と最低支払リース料総額の現在価値のいずれか低い金額で連結

財政状態計算書に計上しております。各リース料の支払は、負債と金融費用に配分されま

す。金融費用である利息要素は、各期において負債残高に対して一定の期間利子率となるよ

うに、リース期間にわたり純損益として費用処理しております。リース資産は、その資産に

適用される会計方針に基づいて、定額法で減価償却を行っております。 

オペレーティング・リース取引によるリース料支払額は、リース期間にわたって定額法で

費用として認識しております。 
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13．従業員給付 

（1）短期従業員給付 

短期従業員給付は、割引計算をせず、関連するサービスが提供された時点で費用として

認識しております。賞与については、それらを支払う法的もしくは推定的な債務を有し、

信頼性のある見積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる額

を負債として認識しております。 

 

（2）長期従業員給付 

当社グループは、従業員の退職後給付制度として、確定拠出制度と確定給付型制度を採

用しております。 

確定給付年金制度に関連して認識される負債（資産）は、報告期間の末日現在の確定給

付債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除した金額となっております。確定給付債

務は、独立した数理人が予測単位積増方式を用いて毎期算定しております。計算の結果、

当社グループに資産が生じる可能性がある場合、制度からの将来の現金の返還又は制度へ

の将来掛金の減額の形で享受可能な経済的便益の現在価値を限度として資産を認識してお

ります。経済的便益の現在価値の算定に際しては、該当する最低積立要件を考慮しており

ます。確定給付債務の現在価値は、債務の支払見込期間に満期が近似しており、かつ給付

が支払われる通貨建の優良社債の利率を用いて、見積将来キャッシュ・フローを割り引く

ことで算定しております。 

確定給付負債（資産）の純額の再測定による増減は、発生した期間に、その他の包括利

益に計上した上で即時に利益剰余金に振り替えております。 

確定拠出制度については、当社グループは公的又は私的管理の年金保険制度に対し拠出

金を支払っております。拠出金の支払いを行っている限り、当社グループに追加的な支払

債務は発生しません。なお、確定拠出制度の拠出債務は、従業員がサービスを提供した時

点で、費用として認識しております。 

 

14．引当金 

引当金は、当社グループが過去の事象の結果として現在の法的又は推定的債務を有してお

り、当該債務を決済するために資源の流出が必要となる可能性が高く、その金額について信

頼性のある見積りができる場合に認識しております。 

引当金の貨幣の時間的価値が重要な場合には、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間

的価値及び当該負債に特有のリスクを反映した税引前割引率を用いて現在価値に割り引いて

おります。時の経過に伴う割引額の振り戻しは金融費用として認識しております。 

 

15．株式資本 

当社が発行した資本性金融商品は、発行価額を「資本金」及び「資本剰余金」に計上し、

直接発行コスト（税効果考慮後）は「資本剰余金」から控除しております。 

自己株式を取得した場合は、直接取引コストを含む税効果考慮後の支払対価を、資本の控

除項目として認識しております。ストック・オプション行使に伴う自己株式の処分を含め、

自己株式を売却した場合は、処分差損益を「資本剰余金」として認識しております。普通株

式は資本に分類しております。 

 

16．株式報酬制度 

当社グループは、資本性金融商品（オプション）を対価として、取締役、執行役員及び従

業員からサービスを受け取る、持分決済型の株式報酬制度を運用しております。 
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当該制度の下で付与されるオプションの付与日における公正価値は、その権利確定期間に

わたって費用認識し、同額を資本の増加として記載しております。 

 

17．収益認識 

物品の所有に伴う重要なリスクと経済価値が顧客に移転し、物品に対する継続的な管理上

の関与も実質的な支配もなく、その取引に関連する経済的便益が流入する可能性が高く、そ

の取引に関連して発生した原価と収益の金額を信頼性をもって測定できる場合に、収益を認

識しております。 

売上関連の税金、リベート等は収益より控除しており、これらを除いた経済的便益の流入

額を収益として計上しております。 

 

18．政府補助金 

政府補助金は、補助金交付のための条件を満たし、補助金を受領することに合理的な保証

がある場合に認識されます。政府補助金は、補助金で補償することが意図されている関連コ

ストが費用として認識される期間にわたって、規則的に純損益として認識されます。 

資産の取得に対する補助金は、当該資産の帳簿価額を算定する際に直接減額しておりま

す。補助金は、減価償却費の減少として、当該償却資産の耐用年数にわたって純損益に認識

されます。 

 

19．金融収益及び金融費用 

金融収益は、受取利息、受取配当金等から構成されております。受取利息は、実効金利法

を用いて発生時に認識しております。受取配当金は、当社グループの受領権が確定し、当該

配当に関連した経済的便益が流入する可能性が高く、金額が信頼性をもって測定できる時に

認識しております。 

金融費用は、支払利息等から構成されております。適格資産の取得、建設又は製造に直接

帰属しない借入コストは、実効金利法により発生時に認識しております。 

 

20．法人所得税 

法人所得税は当期税金及び繰延税金から構成されております。これらは、その他の包括利

益で認識される項目あるいは資本に直接認識される項目に関係する場合を除いて、純損益で

認識しております。 

 

（1）当期税金 

当社グループは、当期の課税所得に基づき当期税金を認識しております。税額の算定に

は報告期間の末日において制定され、又は実質的に制定されている税率を用いておりま

す。未収法人所得税及び未払法人所得税は、税務当局から還付もしくは税務当局に対する

納付が予想される金額で測定しております。 

 

（2）繰延税金 

当社グループは、税務上と会計上の資産及び負債の金額に係る一時差異に対して、資産

負債法により繰延税金を認識しております。原則として、繰延税金負債はすべての将来加

算一時差異について認識し、繰延税金資産は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金

等が利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内においてのみ認識しております。た

だし、次の一時差異に係る繰延税金資産及び負債は認識していません。 

・のれんの当初認識において生じる将来加算一時差異 
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・会計上の純損益にも課税所得（税務上の欠損金）にも影響を与えない取引（企業結合を

除く）における資産又は負債の当初認識から生じる一時差異 

・子会社及び関連会社に対する投資に係る将来加算一時差異のうち、解消時期をコントロ

ールでき、かつ予測可能な期間内に解消しない可能性が高い一時差異 

また、子会社及び関連会社への投資に関する将来減算一時差異に係る繰延税金資産は、

予測可能な将来の期間に当該一時差異が解消し、かつ、当該一時差異からの便益を利用で

きる十分な課税所得が生じる可能性が高い範囲でのみ認識しております。 

繰延税金資産及び負債は、報告期間の末日までに施行又は実質的に施行されており、関

連する繰延税金資産が実現する期又は繰延税金負債が決済される期において適用されると

予想される税率を使用しております。 

当期税金資産と当期税金負債を相殺する法的に強制力のある権利が存在し、かつ、繰延

税金資産及び負債が、同じ納税企業体、又は、純額ベースでの決済を行うことを意図して

いる同一又は異なる納税企業体に対して、同一の税務当局によって課されている法人所得

税に関連するものである場合には、繰延税金資産及び負債は相殺しております。 

なお、各四半期における法人所得税は、見積年次実効税率に基づいて算定しておりま

す。 

 

21．支払配当金 

配当金については、期末配当は株主総会により承認された日、中間配当については取締役

会により承認された日の属する期間の負債として認識しております。 

 

22．１株当たり利益 

基本的１株当たり四半期利益は、普通株主に帰属する当期利益を、当期間中の発行済普

通株式の加重平均株式数で除して計算しております。希薄化後１株当たり四半期利益は、

希薄化効果を有する全ての潜在株式の影響を調整して計算しております。 
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（セグメント情報）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2016年４月１日 至 2016年６月30日） 

１ 報告セグメントごとの売上収益及び損益の金額に関する情報 

（単位：百万円）

報告セグメント

要約四半期連結損
益計算書計上額

エラストマー 合成樹脂 多角化 合計

外部顧客からの売上収益 40,528 11,251 37,459 89,238 89,238

営業利益合計 1,246 488 5,138 6,873 6,873

金融収益 254

金融費用 △695

税引前四半期利益 6,432

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年６月30日） 

１ 報告セグメントごとの売上収益及び損益の金額に関する情報 

（単位：百万円）

報告セグメント

要約四半期連結損
益計算書計上額

エラストマー 合成樹脂 多角化 合計

外部顧客からの売上収益 47,853 12,409 40,866 101,128 101,128

営業利益合計 5,765 1,418 5,523 12,706 12,706

金融収益 1,007

金融費用 △225

税引前四半期利益 13,488
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（IFRSへの移行に関する開示）

本要約四半期連結財務諸表は、当社グループがIFRSに準拠して作成する最初の要約四半期連

結財務諸表であります。 

10ページに記載されている（重要な会計方針）は、当第１四半期連結累計期間（2017年４月

１日から2017年６月30日）及び前第１四半期連結累計期間（2016年４月１日から2016年６月30

日）の要約四半期連結財務諸表、前連結会計年度（2016年４月１日から2017年３月31日）の連

結財務諸表及びIFRS移行日（2016年４月１日）の連結財政状態計算書を作成する上で適用され

ております。 

 

１．IFRS第１号の免除規定 

当社グループが日本基準からIFRSへ移行するにあたり、採用した免除規定は以下のとおり

であります。 

 

(1）企業結合 

IFRS第３号は遡及適用、又は、将来に向かって適用することができます。当社グループ

は、移行日より前に行われた企業結合に対してIFRS第３号を遡及適用しないことを選択し

ております。この結果、移行日より前に発生した企業結合は、修正再表示しておりませ

ん。 

 

(2）在外営業活動体の換算差額 

IFRS第１号では、在外営業活動体の換算差額の累計額を移行日現在でゼロとみなすこ

と、又は子会社等の設立又は取得時まで遡及して当該換算差額を再計算することを選択す

ることができます。当社グループは在外営業活動体の換算差額の累計額を移行日現在ゼロ

とみなすことを選択しております。 

 

(3）以前に指定された金融商品の認識 

IFRS第１号では、IFRS移行日時点で存在する事実及び状況に基づき、IFRS第９号「金融

商品」に従って金融資産の指定を行うことができます。当社グループは、資本性金融商品

について、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される資本性金融商品として指定し

ております。 

 

(4）株式に基づく報酬 

IFRS第１号では、2002年11月７日以後に付与され、IFRS移行日より前に権利確定した株

式報酬に対して、IFRS第２号「株式に基づく報酬」（以下「IFRS第２号」という。）を適

用することを奨励しておりますが、要求はされておりません。当社グループは移行日より

も前に権利確定した株式報酬に対しては、IFRS第２号を適用しないことを選択しておりま

す。 
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２．日本基準からIFRSへの調整 

IFRSによる連結財務諸表の作成にあたり、当社グループは日本基準に準拠し作成された連

結財務諸表の金額を調整しております。 

日本基準からIFRSへの移行による影響は、以下の調整表のとおりであります。 

調整表上の「表示組替」には利益剰余金及び包括利益に影響を及ぼさない項目を、「認識

及び測定の差異」には利益剰余金及び包括利益に影響を及ぼす項目を含めて表示しておりま

す。 

 

(1）移行日（2016年４月１日）の資本に対する調整 

（単位：百万円）
 

日本基準表示科目   日本基準  
決算期変
更・連結範
囲変更

  表示組替  
認識及び

測定の差異
  IFRS   注記   IFRS 表示科目

資産の部                           資産

流動資産                           流動資産

現金及び預金  52,081   7,888   37,314   -   97,283      
現金及び現金同等

物

受取手形及び売掛

金（純額）
 77,878   △879   14,035   -   91,034      

営業債権及びその

他の債権

有価証券  60,010   -   △60,010   -            

たな卸資産  77,458   399   -   -   77,857       棚卸資産

        31   28,836   -   28,868       その他の金融資産

その他  33,104   63   △24,066   -   9,101       その他の流動資産

流動資産合計  300,532   7,501   △3,891   -   304,142       流動資産合計

固定資産                           非流動資産

有形固定資産  112,694   6,067   -   1,851   120,612   A,B   有形固定資産

無形固定資産                            

のれん  9,788   △434   -   -   9,354       のれん

その他  6,875   260   998   -   8,133       その他の無形資産

投資その他の資産                            

投資有価証券  67,878   △6,918   △37,727   △27   23,206   D  
持分法で会計処理

されている投資

長期貸付金  5,894   6   40,460   824   47,185   H   その他の金融資産

その他  12,698   38   △6,917   -   5,819      
その他の非流動資

産

        18   7,077   386   7,481   D,E   繰延税金資産

固定資産合計  215,827   △963   3,891   3,034   221,790       非流動資産合計

資産合計   516,360   6,539   -   3,034   525,933       資産合計
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（単位：百万円）

 

日本基準表示科目   日本基準  
決算期変
更・連結範
囲変更

  表示組替  
認識及び

測定の差異
  IFRS   注記   IFRS 表示科目

負債及び純資産の部                           負債及び資本

流動負債                           流動負債

支払手形及び買掛

金
 53,836   2,443   21,705   -   77,984      

営業債務及びその

他の債務

短期借入金  20,840   △47   -   -   20,793       借入金

        33   1,916   -   1,948       未払法人所得税

        △20   269   297   546   B   その他の金融負債 

その他  34,646   30   △25,513   1,027   10,191   E   その他の流動負債 

流動負債合計  109,322   2,438   △1,623   1,324   111,461       流動負債合計

固定負債                           非流動負債

長期借入金  22,249   △4   -   -   22,245       借入金

退職給付に係る負

債
 15,180   -   -   -   15,180      

退職給付に係る負

債

        -   344   2,189   2,534   B,F   その他の金融負債

その他  7,254   △18   △4,788   -   2,448      
その他の非流動負

債

        -   6,067   156   6,223   A,D,H   繰延税金負債

固定負債合計  44,684   △21   1,623   2,345   48,630       非流動負債合計

負債合計   154,006   2,417   -   3,668   160,091       負債合計

純資産の部                           資本

資本金  23,320   -   -   -   23,320       資本金

資本剰余金  25,179   -   930   -   26,110       資本剰余金

利益剰余金  281,878   △411   -   6,681   288,147   E,I,J   利益剰余金

自己株式  △957   -   -   -   △957       自己株式

その他の包括利益

累計額
 23,724   △922   -   △7,233   15,569   F,G,I  

その他の資本の構

成要素

   353,145   △1,334   930   △552   352,189      
親会社の所有者に

帰属する持分合計 

新株予約権   930   -   △930   -            

非支配株主持分   8,279   5,456   -   △82   13,653       非支配持分

純資産合計  362,354   4,122   -   △634   365,842       資本合計

負債純資産合計   516,360   6,539   -   3,034   525,933       負債及び資本合計
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(2）前第１四半期連結会計期間（2016年６月30日）の資本に対する調整 

（単位：百万円）

日本基準表示科目   日本基準  
決算期変更
の影響

  表示組替  
認識及び

測定の差異
  IFRS   注記   IFRS 表示科目

資産の部                           資産

流動資産                           流動資産

現金及び預金  80,853   △378   23,157   -   103,632      
現金及び現金同等

物

受取手形及び売掛

金（純額）
 73,678   509   11,270   -   85,457      

営業債権及びその

他の債権

有価証券  42,009   -   △42,009   -            

たな卸資産  74,188   155   -   -   74,343       棚卸資産

        16   26,263   -   26,279       その他の金融資産

その他  28,555   △29   △21,930   -   6,596       その他の流動資産

流動資産合計  299,283   273   △3,249   -   296,307       流動資産合計

固定資産                           非流動資産

有形固定資産  119,485   △20   -   1,786   121,251   A,B   有形固定資産

無形固定資産                            

のれん  9,296   △507   -   120   8,909   C   のれん

その他  7,240   -   882   -   8,122       その他の無形資産

投資その他の資産                            

投資有価証券  53,865   -   △31,610   △1   22,254   D  
持分法で会計処理

されている投資

        157   39,873   824   40,853   H   その他の金融資産

その他  18,595   △143   △12,802   -   5,649      
その他の非流動資

産

        △2   6,907   427   7,332   D,E   繰延税金資産

固定資産合計  208,480   △515   3,249   3,156   214,371       非流動資産合計

資産合計   507,763   △242   -   3,156   510,677       資産合計
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（単位：百万円）

日本基準表示科目   日本基準  
決算期変更
の影響

  表示組替  
認識及び

測定の差異
  IFRS   注記   IFRS 表示科目

負債及び純資産の部                           負債及び資本

流動負債                           流動負債

支払手形及び買掛

金
 51,433   △316   24,086   -   75,203      

営業債務及びその

他の債務

短期借入金  18,646   △1,352   -   -   17,294       借入金

        △27   1,545   -   1,517       未払法人所得税

        23   265   297   585   B   その他の金融負債 

その他  35,055   △482   △27,414   1,027   8,185   E   その他の流動負債 

流動負債合計  105,133   △2,155   △1,519   1,324   102,784       流動負債合計

固定負債                           非流動負債

長期借入金  28,004   2,053   -   -   30,058       借入金

退職給付に係る負

債
 15,303   -   -   -   15,303      

退職給付に係る負

債

        13   400   2,213   2,626   B,F   その他の金融負債

その他  5,147   58   △2,904   -   2,301      
その他の非流動負

債

        6   4,023   166   4,195   A,D,H   繰延税金負債

固定負債合計  48,454   2,131   1,519   2,379   54,483       非流動負債合計

負債合計   153,587   △24   -   3,703   157,267       負債合計

純資産の部                           資本

資本金  23,320   -   -   -   23,320       資本金

資本剰余金  25,123   -   930   14   26,067       資本剰余金

利益剰余金  280,245   121   -   7,055   287,421   I,J   利益剰余金

自己株式  △949   -   -   -   △949       自己株式

その他の包括利益

累計額
 12,642   △481   -   △7,478   4,683   F,G,I  

その他の資本の構

成要素

   340,381   △360   930   △409   340,543      
親会社の所有者に

帰属する持分合計 

新株予約権   930   -   △930   -            

非支配株主持分  12,864   142   -   △137   12,868       非支配持分

純資産合計  354,175   △218   -   △546   353,411       資本合計

負債純資産合計   507,763   △242   -   3,156   510,677       負債及び資本合計
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(3）前連結会計年度（2017年３月31日）の資本に対する調整 

（単位：百万円）

日本基準表示科目   日本基準  
決算期変更
の影響

  表示組替  
認識及び

測定の差異
  IFRS   注記   IFRS 表示科目

資産の部                           資産

流動資産                           流動資産

現金及び預金  98,933   -   △1,517   -   97,416      
現金及び現金同等

物

受取手形及び売掛

金（純額）
 90,695   -   20,435   -   111,130      

営業債権及びその

他の債権

有価証券  42,000   -   △42,000   -            

たな卸資産  81,918   -   -   -   81,918       棚卸資産

        -   44,970   -   44,970       その他の金融資産

その他  34,667   -   △25,971   -   8,695       その他の流動資産

流動資産合計  348,212   -   △4,084   -   344,128       流動資産合計

固定資産                           非流動資産

有形固定資産  130,160   -   -   1,587   131,748   A,B   有形固定資産

無形固定資産                            

のれん  8,817   -   -   513   9,331   C   のれん

その他  8,369   -   822   △1   9,190       その他の無形資産

投資その他の資産                            

投資有価証券  61,684   -   △39,936   △36   21,712   D  
持分法で会計処理

されている投資

退職給付に係る資

産
  373   -   -   -   373      

退職給付に係る資

産

        -   46,555   △26   46,529   H   その他の金融資産

その他  18,401   -   △11,273   -   7,129      
その他の非流動資

産

        -   7,914   429   8,343   D,E   繰延税金資産

固定資産合計  227,805   -   4,084   2,467   234,355       非流動資産合計

資産合計   576,016   -   -   2,467   578,484       資産合計
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（単位：百万円）

日本基準表示科目   日本基準  
決算期変更
の影響

  表示組替  
認識及び

測定の差異
  IFRS   注記   IFRS 表示科目

負債及び純資産の部                           負債及び資本

流動負債                           流動負債

支払手形及び買掛

金
 75,026   -   20,011   -   95,037      

営業債務及びその

他の債務

短期借入金  23,740   -   -   -   23,740       借入金

未払法人税等  8,360   -   -   -   8,360       未払法人所得税

        -   329   297   626   B   その他の金融負債 

その他  32,536   -   △22,194   1,015   11,357   E   その他の流動負債 

流動負債合計  139,663   -   △1,854   1,312   139,120       流動負債合計

固定負債                           非流動負債

長期借入金  38,381   -   -   -   38,381       借入金

退職給付に係る負

債
 13,904   -   -   -   13,904      

退職給付に係る負

債

        -   408   1,597   2,005   B,F   その他の金融負債

その他  7,354   -   △5,076   -   2,278      
その他の非流動負

債

        -   6,522   △90   6,432   A,D,H   繰延税金負債

固定負債合計  59,639   -   1,854   1,507   63,000       非流動負債合計

負債合計   199,302   -   -   2,818   202,120       負債合計

純資産の部                           資本

資本金  23,320   -   -   -   23,320       資本金

資本剰余金  17,469   -   912   60   18,441       資本剰余金

利益剰余金  300,547   -   -   8,970   309,517   E,I,J   利益剰余金

自己株式  △5,396   -   -   -   △5,396       自己株式

その他の包括利益

累計額
 25,454   -   -   △9,448   16,006   F,G,I  

その他の資本の構

成要素

   361,394   -   912   △417   361,889      
親会社の所有者に

帰属する持分合計 

新株予約権   912   -   △912   -            

非支配株主持分  14,409   -   -   66   14,475       非支配持分

純資産合計  376,715   -   -   △351   376,364       資本合計

負債純資産合計   576,016   -   -   2,467   578,484       負債及び資本合計
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(4）前第１四半期連結累計期間（自 2016年４月１日 至 2016年６月30日）の包括利益に

対する調整 

（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準
決算期変更
の影響

表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS 表示科目

売上高  88,786 452 - - 89,238 売上収益

売上原価  △62,482 △49 - 109 △62,422 G 売上原価

売上総利益  26,304 403 - 109 26,816 売上総利益

販売費及び一般管理

費
 △20,667 146 △209 309 △20,420

A,C

G,E

販売費及び一般管理

費

- 663 △14 648 その他の営業収益 

- △506 - △506 その他の営業費用 

- 334 1 335 D
持分法による投資損

益

営業利益 5,637 549 281 406 6,873 営業利益

営業外収益 1,252 - △1,252 -

営業外費用  △1,215 - 1,215 -

特別損失 △415 - 415 -

- 256 △2 254 H 金融収益 

27 △915 194 △695 G,H 金融費用 

税金等調整前四半期

純利益
5,259 575 - 597 6,432 税引前四半期利益

法人税、住民税及び

事業税

法人税等調整額 

 △1,091 △47 - △91 △1,228 D 法人所得税

四半期純利益 4,168 528 - 507 5,203 四半期利益
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（単位：百万円）

 
日本基準表示科目   日本基準  

決算期変更
の影響

  表示組替  
認識及び

測定の差異
  IFRS   注記   IFRS 表示科目

四半期純利益   4,168   528   -   507   5,203       四半期利益

その他の包括利益                           その他の包括利益

その他有価証券評

価差額金
 △4,406   14   -   △142   △4,533   H  

その他の包括利益

を通じて公正価値

で測定される金融

資産の純変動額

        -   -   △98   △98   F  

キャッシュ・フロ

ー・ヘッジに係る

公正価値の純変動

額

為替換算調整勘定  △6,426   △102   -   △3   △6,531   C  
在外営業活動体の

換算差額

退職給付に係る調

整額
  190   -   -   △190   -   G  

確定給付債務の再

測定額

持分法適用会社に

対する持分相当額
  △854   -   -   -   △854      

持分法適用会社に

おけるその他の包

括利益に対する持

分

その他の包括利益合

計
 △11,496   △88   -   △433   △12,017      

税引後その他の包括

利益合計

四半期包括利益   △7,328   440   -   74   △6,814       四半期包括利益合計

 

JSR株式会社（4185） 2018年3月期第一四半期 決算短信

28



(5）前連結会計年度（自 2016年４月１日 至 2017年３月31日）の包括利益に対する調整

（単位：百万円）

日本基準表示科目 日本基準
決算期変更
の影響

表示組替
認識及び

測定の差異
IFRS 注記 IFRS 表示科目

売上高  390,599 △2,143 - - 388,455 売上収益

売上原価  △274,614 1,752 - 440 △272,422 G 売上原価

売上総利益  115,985 △391 - 440 116,034 売上総利益

販売費及び一般管

理費
 △83,615 619 - 1,237 △81,759

A,C

G,E

販売費及び一般管

理費

- 4,920 △14 4,906 その他の営業収益 

- △3,916 - △3,916 その他の営業費用 

- 714 △36 678 D
持分法による投資

損益

営業利益 32,370 227 1,718 1,628 35,943 営業利益

営業外収益 6,400 - △6,400 -

営業外費用 △2,506 - 2,506 -

特別利益 5,187 - △5,187 -

特別損失 △3,124 - 3,124 -

- 5,950 △2,905 3,045 H 金融収益 

55 △1,711 962 △694 G,H 金融費用 

税金等調整前当期

純利益
38,327 282 - △315 38,294 税引前当期利益

法人税、住民税及

び事業税
△9,938 △26 1,889 300 △7,776 D 法人所得税

法人税等調整額 1,901 △13 △1,889 -

当期純利益 30,291 243 - △16 30,518 当期利益
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（単位：百万円）

日本基準表示科目   日本基準  
決算期変更
の影響

  表示組替  
認識及び
測定の差異

  IFRS   注記   IFRS 表示科目

当期純利益   30,291   243   -   △16   30,518       当期利益

その他の包括利益                           その他の包括利益

その他有価証券評

価差額金
  2,058   -   -   723   2,781   H  

その他の包括利益

を通じて公正価値

で測定される金融

資産の純変動額

        -   -   295   295   F  

キャッシュ・フロ

ー・ヘッジに係る

公正価値の純変動

額

為替換算調整勘定   △730   412   -   16   △303   C  
在外営業活動体の

換算差額

退職給付に係る調

整額
  1,676   -   -   △758   918   G  

確定給付債務の再

測定額

持分法適用会社に

対する持分相当額
 △1,130   -   -   2   △1,128      

持分法適用会社に

おけるその他の包

括利益に対する持

分

その他の包括利益合

計
  1,874   412   -   278   2,564      

税引後その他の包括

利益合計

包括利益   32,165   655   -   262   33,082       当期包括利益合計
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３．資本に対する調整及び包括利益に対する調整に関する注記 

（1）決算期変更・連結範囲変更に関する注記 

日本基準において、子会社又は持分法適用会社の決算日が当社の決算日と異なる場合であ

っても当該子会社又は持分法適用会社の決算日における財務諸表に基づき連結財務諸表を作

成しております。 

IFRSにおいては、実務上不可能な場合を除き、決算日を当社と合わせること、もしくは仮

決算を行うことにより、子会社又は持分法適用会社の財務諸表を当社の決算日と同じ日を報

告日として作成しております。なお、子会社又は持分法適用会社の財務諸表を当社の決算日

と異なる日で作成する場合には、当社の決算日との間に生じた重要な取引又は事象の影響に

ついて調整を行っております。 

なお、日本基準においても前連結会計年度末に、一部を除く子会社又は持分法適用会社の

決算日を当社と合わせること、もしくは仮決算を行うことにより、子会社又は持分法適用会

社の財務諸表を当社の決算日と同じ日を報告日として作成しております。 

また、日本基準において、重要性の乏しい子会社は連結範囲から除き原価法により評価し

ております。IFRSにおいては、これらのうち主要な子会社を連結範囲に含めております。 

なお、日本基準の前第１四半期連結累計期間より、連結範囲から除外していたJSR MOL 

Synthetic Rubber Ltd.、PT.ELASTOMIX INDONESIA及びTechno Europe N.V.は、重要性が増

したため、連結の範囲に含めております。これにより、IFRSの連結範囲と日本基準の連結範

囲は一致しております。 

当第１四半期連結会計期間より、Selexis S.A.の全株式を取得したため、連結の範囲に含

めております。 

 

（2）表示組替に関する注記 

日本基準では預入期間が３ヵ月を超える短期の定期預金を「現金及び預金」に含めて表示

しておりましたが、IFRSでは流動資産の「その他の金融資産」に含めて表示しております。 

日本基準では取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資を「有価証券」に含め

て表示しておりましたが、IFRSでは「現金及び現金同等物」に含めて表示しております。 

繰延税金資産及び繰延税金負債については、流動部分をすべて非流動に組み替えておりま

す。 

日本基準では、「新株予約権」を別掲しておりましたが、IFRSでは「資本剰余金」に含め

ております。 

 

（3）認識及び測定の差異に関する注記 

Ａ．政府補助金 

日本基準では政府補助金を受け入れ時に一括して収益認識しておりますが、IFRSでは資

産の帳簿価額を直接減額することによる繰延処理を行い、対象資産の毎期の減価償却費減

少により、耐用年数にわたり定額で収益認識しております。 

 

Ｂ．リース 

実質的にファイナンス・リースとみなされる取引について、日本基準では資産に計上し

ておりませんが、IFRSでは「有形固定資産」に計上しております。また、当該実質リース

取引の資産計上に伴う負債を、「その他金融負債」に含めてを表示しております。 

 

Ｃ．のれん 

日本基準ではのれんを償却しておりますが、IFRSでは償却しないため、日本基準で計上

したのれん償却額を戻入れております。 
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Ｄ．繰延税金資産及び繰延税金負債 

日本基準では企業会計基準適用指針第26号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指

針」に規定される会社分類に基づき繰延税金資産を認識しておりましたが、IFRSでは未使

用の税務上の欠損金及び将来減算一時差異のうち、将来課税所得に対して利用できる可能

性が高いと経営者が判断した税務便益につき認識しております。 

また、日本基準では未実現損益の消去に伴う税効果について売却会社の実効税率を用い

て計算しておりますが、IFRSでは購入会社の実効税率を用いて計算しております。 

 

Ｅ．賦課金 

日本基準では国内で賦課される固定資産税について、納税した会計年度にわたって費用

計上しておりましたが、IFRSでは債務発生事象が生じた時点で負債及び費用を一括認識し

ております。 

 

Ｆ．デリバティブ取引 

金利スワップ契約について、日本基準では特例処理の要件を満たしている場合は特例処

理を適用しておりますが、IFRSでは公正価値で評価しております。なお公正価値の変動に

ついては、その他の包括利益の「キャッシュ・フロー・ヘッジに係る公正価値の純変動

額」に含め、期末時点の残高については「その他の資本の構成要素」に含めて表示してお

ります。 

 

Ｇ．確定給付に係る債務 

日本基準においては、数理計算上の差異について、当期発生額のうち費用処理されない

部分をその他の包括利益に認識しておりますが、IFRSではその他の包括利益を通じて即時

に「利益剰余金」に振り替えております。 

なお、日本基準においてはその他の包括利益累計額に認識していたすべての数理計算上

の差異の期首残高を、IFRSでは「利益剰余金」に直接認識しております。 

利息の計算において、日本基準では退職給付債務に割引率を乗じて算定した利息費用

と、年金資産に長期期待運用収益率を乗じて算定した期待運用収益を使用しておりました

が、IFRSでは確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除した金額に割引

率を乗じて算定した利息純額を使用しております。 

 

Ｈ．その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 

日本基準では株式等の資本性金融商品の売却損益及び減損損失を純損益として認識しま

すが、IFRSではその他の包括利益を通じて公正価値で測定すると指定したものについて

は、純損益を認識することはなく、認識の中止を行う際に、過去に認識したその他の包括

利益の累計額を利益剰余金に振り替えます。 

また、日本基準では非上場会社を主として移動平均法による原価法により評価しており

ましたが、IFRSでは公正価値で評価することにより、その他の包括利益が変動しておりま

す。 

 

Ｉ．在外営業活動体の換算差額 

IFRS第１号の初度適用の免除規定により、IFRS移行日における在外営業活動体の累積換

算差額はゼロとみなしております。 

 

JSR株式会社（4185） 2018年3月期第一四半期 決算短信

32



Ｊ．利益剰余金 

IFRS適用に伴う利益剰余金への影響は以下のとおりであります。なお、以下の金額は関

連する税効果及び非支配持分を調整した後の金額であります。 

（単位：百万円）

移行日
（2016年４月１日）

前第１四半期連結会計期間
（2016年６月30日）

前連結会計年度
（2017年３月31日）

決算期変更・連結範囲変更に関

する調整（注記(1)参照）
△411 121 ‐

政府補助金に関する調整（注記

Ａ参照）
△219 △207 △187

のれんの償却に関する調整（注

記Ｃ参照）
- 124 495

繰延税金資産及び繰延税金負債

に関する調整（注記Ｄ参照）
43 99 68

賦課金に関する調整（注記Ｅ参

照）
△709 △709 △699

確定給付制度における数理計算

上の差異の即時認識及び計算方

法の変更に関する調整（注記Ｇ

参照）

△815 △622 913

在外営業活動体の換算差額に関

する調整（注記I参照）
8,385 8,385 8,385

その他 △5 △14 △4

利益剰余金調整額合計 6,270 7,177 8,970
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